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各部長等 様 

企画総務部長 加賀谷  建     

 

平成３１年度当初予算編成要領等について（通知） 

標記の件について、滝沢市財務規則第５条第２項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１ 通知区分 

（１）平成３１年度当初予算編成要領 

（２）予算編成留意事項 

（３）当初予算編成積算基準表 

（４）その他関係資料（庁内グループウェア財務課掲示板に掲示） 

 

２ 予算要求入力期間 

（１）平成３０年１１月８日（木）から１１月２２日（木）まで 

 

３ 予算要求上の注意事項 

（１）例年は予算要求に先んじて実行計画を入力しているが、今年度については予算要求過程

が先行すること。 

（２）各部等においては、平成３１年度当初予算に係る一般財源額が財務課の示す配分額（別

紙１）に収まるよう部等ごとに予算調整の上、予算要求を行うこと。 

（３）予算要求額の算定に当たっては、平成３１年度当初予算編成要領、予算編成留意事項及

び当初予算積算基準表を熟読すること。 

（４）財務会計システムへの入力をもって、予算見積書が企画総務部長宛てに提出されたもの

とみなし、帳票等の提出及び入力完了の報告は不要とする。 



 

平成３１年度当初予算編成要領 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、平成３１年度滝沢市歳入歳出予算の編成について必要な事項を定めるこ

とを目的とする。 

 （予算の編成方法） 

第２条 歳入予算の編成は見積り予算方式によるものとし、歳出予算の編成は示達予算方式、

要求予算方式及び枠配分方式の併用によるものとする。 

２ 予算の編成において、歳出予算を次の各号に掲げる経費区分に分類する。ただし、歳入予

算については、原則的に義務的経費として分類し、特定財源として事業へ充当する場合は、

充当先事業の経費区分と同じ経費区分として分類する。 

（１）義務的経費 

  「事業実施について、選択の余地がない事業」に要する経費であり、具体的には以下のと

おりとする。 

ア 「市町村が実施しなくてはならない」旨が、国や県の法令等で明確に示されている

事業 

イ 国・県計画、債務負担行為、負担金（国・県・一部事務組合に限る）に関する必ず

実施しなくてはならない事業 

ウ 市の行財政の基幹を担う事業（電算処理関係や税務・収納等に関する事業） 

（２）準義務的経費 

  重点事業に要する経費とする。 

（３）非義務的経費 

  以下の事業に要する経費とする。 

   ア 国及び県の「できる規定」又は「包括的規定」により、国及び県の補助等を受けて

市が行う事業で、事業実施の判断が市に委ねられている事業 

   イ 市単独事業 

   ウ その他（１）及び（２）に当てはまらない事業 

 （見積り予算） 

第３条 各部長等は歳入予算の要求について、見積り内容を財務会計システムに入力し、予算

要求することとする。 

 （示達予算） 

第４条 企画総務部長は次の各号に定める経費について、示達額を調整し、各部長等へ通知す

るものとする。 

（１）２節 給料 

（２）３節 職員手当等（月額以外で定められた特殊勤務手当を除く。） 

（３）４節 共済費 



 

（４）１２節 役務費（建物及び自動車損害共済保険料に限る。） 

（重点事業等） 

第５条 重点事業については今後示すこととするが、重点事業であるかどうかに関わらず、全

事業においてゼロベースで事業を見直した上で予算要求すること。 

（予算編成） 

第６条 各部長等は、第２条に規定する経費を予算要求するものとし、特別会計を所管する部

長については、特別会計予算についても併せて予算要求するものとする。ただし、第４条に

規定する経費以外の予算要求に当たっては、財務課が示す一般財源の配分枠内で事業を実施

できるよう事業費及び財源を調整の上、予算要求を行うものとする。 

２ 企画総務部長は前項に規定する予算の要求があった場合、内容の審査、調整及び査定を行

うものとする。なお、内容の審査、調整及び査定に当たって、必要と認める場合は各部長等

から事情を聴取することがある。 

３ 企画総務部長は必要に応じて、当該事業の担当部長等へ事業単位で要求の差戻しを行う場

合がある。差戻しを受けた担当部長等は、企画総務部長が示す基準内に調整した額を予算見

積書に見え消しで記載し、再提出するものとする。 

（当初予算調整会議） 

第７条 平成３１年度当初予算案の策定に当たり、全庁的な予算調整や事業実施に係る検討等

を行う場合は、当初予算調整会議（以下「調整会議」という。）を必要に応じて実施するもの

とする。 

２ 調整会議は市長が主宰するものとし、企画総務部長が総括するものとする。 

３ 調整会議の構成員は次に掲げる職員とする。 

（１） 市長 

（２） 副市長 

（３） 教育長 

（４） 部長等（福祉事務所長を含む。） 

（５） 会計管理者 

（６） 教育委員会事務局教育次長 

（７） 議会事務局長 

４ 調整会議の出席者は、前項に定める者のほか、必要に応じて企画総務部財務課の職員及び

説明補助者等を出席させることができるものとする。 

（歳入、歳出予算の款、項及び目の区分） 

第８条 歳入及び歳出予算の款、項及び目の区分は、平成３０年度の例によるものとする。 


